
 

① 人（技術等）に関する支援 

支援内容 担当部署

作目別部会への加入 

共販組織への加入 

（蒲郡柑橘組合、苺部会、

アスパラガス部会等）

共販組織へ加入することで、農産物の

生産から販売まで一貫した支援が可能

となります。 

営農支援課

産直組織等への加入 

（産直部会） 

産直部会へ加入することで、栽培した

農産物を市内ＪＡ店舗で販売できま

す。 

産直支援課

ＪＡ青年部への加入 

蒲郡市に居住し、ＪＡ蒲郡市の正組合員として加入資格を有す

る満 18 歳以上 40 歳以下の農家に加え、将来加入資格を有す

ると思われる就農希望者等が対象となります。ＪＡ青年部で

は、同世代の農家と栽培品目の垣根を越えた交流が可能です。 

営農支援課

講習会、研修会の参加 

講習会・研修会への 

参加 

作目別部会へ加入後、作目別部会向け

の講習会、研修会へ参加できます。ま

た、行政、関係団体が主催する講習会に

関する情報も提供します。 

営農支援課

産直支援課

小菊栽培研修会への 

参加 

小菊の共選出荷を目指すために小菊の

基本的な栽培を座学と実習により学ぶ

ことができます。 

営農支援課

野菜栽培講習会への 

参加 

産直部会へ加入を目指すために野菜の

基本的な栽培を座学と実習により学ぶ

ことができます。 

産直支援課

 

② 物（農地・農業資材等）に関する支援 

支援内容 担当部署

農地の借受、集積 

農地の借受、集積を希望する場合は農地利用集積円滑化事業、

農地中間管理事業を利用できます。また、小規模基盤整備等の

相談も受け付けています。 

農地 

センター 

ハウス建設、農業資材、

肥料、農薬、農業機械

等の購入 

農業資材、肥料、農薬等は、西部、本店、大塚の３営農事業所

でご購入いただけます。ハウス建設、農業機械は農機センター

が主となりますが、一部の農業機械は西部、大塚営農事業所で

も購入可能です。なお、農業機械の修理は農機センターで対応

しています。 

各営農事業所

農機センター

営農用燃料等の購入 

ビニールハウス等の加温用燃料（営農用重油・灯油）の受注、

既設配管等の修理、営農用重油タンク等の貸与等は燃料課で対

応しています。農業機械の動力用燃料は、各ＳＳにご注文くだ

さい。 

燃料課 

 

 

 

 



 

③ 金（資金・助成金等）に関する支援 

支援内容 担当部署

農業資金に関する 

情報提供 

青年等就農資金、農業近代化資金、スーパーＬ資金、新規就農

応援資金等のＪＡ固有資金に関する情報の提供。ＪＡバンク利

子補給、ＪＡバンクあいち利子補給、ＪＡバンクあいち保証料

助成制度もあります。 

融資課 

各支店 

農作物の転作にかかわ

る助成金の支給 

ＪＡ作目別部会に所属する転作希望者が、部会の定める研修を

受講し新たに別の作目別部会に加入する場合において、助成金

をＪＡより支給します。 

営農支援課

 

④ 情報に関する支援 

支援内容 担当部署

税務申告に関する支援 

青色申告の支援 

経営記帳青色会へ加入することで、青色

申告に関する支援をします。経営記帳青

色会は年会費が必要となります。 

営農支援課

白色申告の支援 
白色申告を支援するための仕訳帳等出力

サービスを有料にて対応しています。 
各支店 

農業労災に関する 

事務手続き 

農業経営において、農作業パート等を採用する場合は農業労災

への加入ができます。また、経営主が対象となる特別加入制度

もあります。 

営農支援課

年金に関する 

情報提供、事務手続き 

安心・確実な老後の資金づくりを支援するため、年金共済の加

入を提案します。 
各支店 

認定農業者で青色申告している者と家族経営協定を結んだ配偶

者、後継者の方などに農業者年金保険料の助成があります。な

お、経営主が農業者年金に加入されており、後継者へ経営移譲

する場合は、別途手続きが必要となります。 

総務 

組合員課 

農業者賠償責任保険に

関する情報提供 

農業経営を行ううえで、第 3 者への賠償リスクを幅広くカバー

するために農業者賠償責任保険があります。 
各支店 

農作業労働力の紹介 
農作業の労働力として求人が必要な方は、ＪＡ蒲郡市無料職業

紹介所を通じて求職者を紹介しています。 
営農支援課

経営移譲に関する 

事務手続き 

経営記帳青色会の方で経営を移譲する場合は、税務署への届け

出書類の作成、相談対応をしています。 
営農支援課

 

 

 

 

 

 

 

 



 

●蒲郡市と連携し取り組む支援 

内  容 担当部署

人・農地プラン 

人・農地プランの中心となる経営体への位置付けが、農業次世

代人材投資資金（経営開始型）の交付、強い農業・担い手づく

り総合支援交付金（農業用機械等の導入支援）を受けるための

条件となります。 

蒲郡市役所

農林水産課

農政担当 

青年等就農計画 

青年等就農計画が蒲郡市から認定（認定新規就農者）されるこ

とで、青年等就農資金の借入、農業次世代人材投資資金の経営

開始型（５０歳未満対象）の交付の 1 つの条件となっていま

す。 

蒲郡市役所

農林水産課

農政担当 

農業振興事業 

市の補助事業について、営農形態により柑橘へのマルチ栽培や

改植の助成、いちご交配用みつばち導入の助成を受けることが

できます。 

蒲郡市役所

農林水産課

農政担当 

農業経営改善計画 

農業経営改善計画が蒲郡市から認定（認定農業者）されること

で、農業近代化資金、スーパーＬ資金の低利融資制度を利用で

きる等のメリットがあります。また、認定農業者で青色申告を

している方には、農業者年金の保険料補助があります。 

蒲郡市役所

農林水産課

農政担当 

家族経営協定 

家族経営協定は、農作業の役割分担や労働時間、休日等を明確

化するために結びます。青色申告している認定農業者と家族経

営協定を締結することで、39 歳までに農業者年金に加入した

場合、保険料補助といったメリットがあります。 

蒲郡市役所

農林水産課

農業委員会

担当 

新規就業者奨励金 

新規就業者奨励金制度は、50 歳未満の新規就業者を対象とし

た制度であり、新規学卒者が就農する場合や、研修機関で研修

を終えて就農する場合等に対して給付されます。 

蒲郡市役所

農林水産課

農政担当 

 

 


